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第25期定時株主総会招集ご通知
　

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。

　さて、当社第25期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出

席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、以下のいずれかの方法によって議決権を行使す

ることができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決

権を行使してくださいますようお願い申しあげます。

[郵送による議決権行使の場合]

　同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成30年12月25日

（火曜日）午後６時までに到着するようご返送ください。

[インターネットによる議決権行使の場合]

　当社指定の議決権行使ウェブサイト（https://soukai.mizuho-tb.co.jp/）にアクセ

スしていただき、同封の議決権行使書用紙に表示された「議決権行使コード」および

「パスワード」をご利用のうえ、画面の案内に従って、平成30年12月25日（火曜日）午

後６時までに、議案に対する賛否をご登録ください。

　なお、インターネットによる議決権行使に際しましては、４頁の「インターネット

による議決権行使について」をご確認くださいますようお願い申しあげます。

[スマートフォンによる議決権行使の場合]

　同封の議決権行使書用紙の右下に記載されている「ＱＲコード®」をお持ちのスマー

トフォンで読み取っていただき、画面の案内に従って、平成30年12月25日（火曜日）

午後６時までに、議案に対する賛否をご登録ください。

　なお、スマートフォンによる議決権行使に際しましては、３頁の「スマートフォン

によるご行使」のご案内もしくは同封のリーフレット「ＩＤ・パスワード不要の「ス

マート行使」で議決権行使をかんたんに!!」をご確認くださいますようお願い申しあ

げます。

敬 具
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記
　

１. 日 時 平成30年12月26日（水曜日）午前10時

２. 場 所 東京都新宿区西新宿二丁目２番１号

　京王プラザホテル 南館４階「扇」

（会場が前回と異なっておりますので、ご来場の際は、末尾の

「株主総会会場ご案内図」をご参照のうえ、お間違えのないよう

にご注意ください。）

３. 目 的 事 項

報 告 事 項 １. 第25期（平成29年10月１日から平成30年９月30日まで）事業報

告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査等委員会の連

結計算書類監査結果報告の件

２. 第25期（平成29年10月１日から平成30年９月30日まで）計算書

類報告の件

決 議 事 項

　第１号議案 剰余金の処分の件

　第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件

　

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願

い申しあげます。

◎株主総会招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、「連結注記表」および「個別注記表」につきま

しては、法令および定款第15条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス

http://www.recomm.co.jp/）に掲載しておりますので、本招集ご通知には記載しておりません。従い

まして、本招集ご通知に含まれる「連結計算書類」および「個別計算書類」は、会計監査人および監

査等委員会が監査した連結計算書類および計算書類の一部であります。

◎株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類および計算書類に修正が生じた場合は、インター

ネット上の当社ウェブサイト（アドレス http://www.recomm.co.jp/）に掲載させていただきます。

◎株主総会終了後に株主各位の当社に対するご理解をより深めていただくため、会社説明会を開催する

予定でございますので、ご多忙とは存じますが、株主総会と合わせてご出席くださいますようご案内

申しあげます。
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▶下記 4つの方法がございます。

●株主総会へのご出席

平成30年12月26日（水曜日）
午前10時

議決権行使方法についてのご案内

株主総会開催日時

同封の議決権行使書用紙をご持参いただき、会場受付にご提出ください。

また、議事資料として本冊子をご持参くださいますようお願い申しあげます。

※代理人による議決権のご行使は、議決権を有する株主様１名に委任する場合に限られます。

　なお、代理権を証明する書面のご提出が必要となりますので、ご了承ください。

●郵送によるご行使

平成30年12月25日（火曜日）
午後６時到着分まで

同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示のうえ、行使期限までに到着するよう

ご返送ください。

行使期限

●インターネットによるご行使

平成30年12月25日（火曜日）
午後６時行使分まで

当社議決権行使サイトにアクセスしていただき、行使期限までに賛否を

ご登録ください。

【議決権行使ウェブサイト】https://soukai.mizuho-tb.co.jp/

※一部のインターネット閲覧ソフトウェア、携帯電話の一部機種ではご利用いただけません。

▶「インターネットによる議決権行使について」は次頁をご参照ください。

行使期限

平成30年12月25日（火曜日）
午後６時行使分まで

行使期限

●スマートフォンによるご行使（スマート行使）

（1） 同封の議決権行使書用紙右下に記載のQRコードをスマートフォンにてお読み取りいただき、「スマート行使」へ

アクセスした上で、画面の案内に従って行使内容をご入力ください（ID・パスワードのご入力は不要です）。

（2）「スマート行使」による議決権行使は１回限りです。

① 同封の議決権行使
書の右下にログイ
ンQRコード®が記
載されています。

② スマホのQRコード®
読み取りアプリを
起動します。

③ ログインQRコード®
にスマホをかざし
て読み取ります。

④ 「スマート行使」の
画面が表示されます
ので、こちらから議
決権行使をお願いい
たします。

※読み取りアプリは事前にイン
ストールをお願いいたします。 ※アプリの指示に従ってください。
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● インターネットによる議決権行使について ●

パソコン、スマートフォンまたは携帯電話等から、

議決権行使ウェブサイト

パソコン等による方法

https://soukai.mizuho-tb.co.jp/

平成30年12月25日(火曜日)

午後６時行使分まで

行使期限

「次へすすむ」をクリックしてください。

以降は画面の案内に従って

ご入力ください。

①議決権行使ウェブサイトへアクセスする

②ログインする

ご不明な点につきましては、以下にお問い合わせくださいますようお願い申しあげます。

みずほ信託銀行　証券代行部　インターネットヘルプダイヤル

電話番号 0120-768-524（フリーダイヤル）

（ご利用時間　午前９時～午後９時（土・日・祝日を除く））

同封の議決権行使書用紙に記載された「議決権行使
コード」をご入力いただき、「ログイン」をクリック
してください。

にアクセスし、同封の議決権行使書用紙に記載の議決権行使

コードおよびパスワードをご利用のうえ、画面の案内に従っ

て議案に対する賛否をご登録ください。

※ 議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際の接続料金および通信料

　 金等は株主様のご負担となります。

※ インターネットのご利用環境、ご加入のサービスやご使用の機種によっ

　 ては、議決権行使ウェブサイトをご利用いただけない場合があります。

議決権のご行使にあたっては、以下の事項を予めご承知おきください。

議決権行使書用紙の郵送とインターネットの双方で議決権をご行使された場合は、インターネットに

よる議決権行使を有効なものとして取り扱います。

●

●インターネットにより議決権行使を複数回された場合には、最後にご行使されたものを有効なものと

して取り扱います。
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（添付書類）
　

事 業 報 告

（平成29年10月１日から
平成30年９月30日まで）

　
１. 企業集団の現況

　(1) 当連結会計年度の事業の状況

　 ① 事業の経過および成果

当連結会計年度における我が国の経済は、企業収益が回復し、設備投資も底

堅く推移するなど、緩やかな回復が継続しておりますが、米国の通商政策によ

る貿易摩擦、中国や新興国の景気下振れ懸念など、先行きに不透明感が生じて

おります。

当社の属する情報通信業界におきましては、情報通信機器や事務用機器のリ

ース取扱高でみると前年比で減少傾向にあり、総じて厳しい状況で推移してお

ります。

こうした経営環境のなか、当社グループは今期の最重要テーマとして「グル

ープ経営の推進」を掲げ、事業本部制による権限委譲をより一層進め、意思決

定の迅速化に取り組んでまいりました。グループの中核事業である情報通信事

業では、新規顧客開拓に注力するとともに、約６万件の顧客データベースを活

用した情報通信機器や光回線、電力の取次ぎ、ＬＥＤ照明の顧客アップセルに

注力してまいりました。ＢＰＯ（※１）事業では新規顧客の開拓及び既存顧客

からの売上の積み上げに取り組み、センターでは大連、長春、ミャンマーの特

性に合わせた業務配分を実施し、業務の品質と効率の向上に取り組んでまいり

ました。海外法人事業では、2017年８月に設立したベトナムの本格的な事業立

ち上げとマレーシアへの進出等、積極的に事業展開を図ってまいりました。

以上の結果、当連結会計年度の業績は、売上高が前年同期比42.0％増の7,296

百万円となりました。営業利益は、増収効果に加え、各事業における経費削減

の徹底、海外法人事業の収益急拡大等により前年同期比123.5％増の653百万円、

経常利益は前年同期比142.6％増の627百万円、親会社株主に帰属する当期純利

益は前年同期比117.2％増の304百万円となり、営業利益、経常利益、親会社株

主に帰属する当期純利益のすべてにおいて、過去最高益となりました。

※１ ＢＰＯ（Business Process Outsourcing）の略称です。
　

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。
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a. 情報通信事業

直営店チャネルにおいては、新規の顧客開拓に注力するとともに、顧客デ

ータベースを活用した効率的な営業活動を実施しました。年々複雑化・巧妙

化する企業へのサイバー攻撃対策として独自商品であるＵＴＭ（※２）の販

売強化に努め、サーバーとＵＴＭ、ビジネスホンと光回線サービス、ＬＥＤ

照明と電力といったセット販売に注力してまいりました。その結果、同チャ

ネルの売上高は前年同期比0.6％増の1,787百万円となりました。

　加盟店チャネルにおいては、加盟店へ販売手法の共有を推し進めるととも

に、ＵＴＭ等のセキュリティ商材の販売支援を強化してまいりました。これ

らの結果、同チャネルの売上高は前年同期比7.4％減の1,786百万円となりま

した。

代理店チャネルにおいては、採算性を重視した代理店の再編成を進め、各

代理店に対してセキュリティ商材等の販売支援を積極的に実施しました。こ

れらの結果、同チャネルの売上高は前年同期比15.3％減の156百万円となりま

した。

グループ会社においては、ヴィーナステックジャパン株式会社がＵＴＭ販

売が好調だったほか、Ｍ＆ＡによりレカムＩＥパートナー株式会社や株式会

社Ｒ・Ｓ、株式会社Ｇ・Ｓコミュニケーションズが加わりました。これらの

結果、グループ会社の売上高は前年同期比417.7％増の2,148百万円となりま

した。

これらの結果、情報通信事業全体（直営店・加盟店・代理店・グループ会

社の合計）の売上高は、前年同期比36.5％増の5,878百万円となりました。利

益面においては営業効率の効率化が図れたことや今期中にＭ＆Ａによりグル

ープ化した上記３社の収益貢献及びその他のグループ会社の収益も改善した

こと等により利益率が大幅に上昇し、セグメント利益は前年同期比100.4％増

の312百万円となりました。

※２ ＵＴＭ（Unified Threat Management：統合脅威管理）の略称です。

　

b. ＢＰＯ事業

ＢＰＯ事業は、紹介営業やＷｅｂを通じた問い合わせによる新規営業展開

を推進するとともに、既存顧客からの追加業務の獲得に取り組んでまいりま

した。ＢＰＯセンターにおいては、業務効率と品質向上に取り組み、３拠点

の特性を活かした業務を委託することで全体的な収益向上につなげてまいり

ました。

これらの結果、売上高は前年同期比8.1％減の317百万円となりました。セ

グメント利益は、減収となったものの、ＢＰＯセンターの効率的なオペレー

ションを実施し業務の効率化が図れたこと等から、前年同期比13.3％増の61

百万円となりました。
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c. 海外法人事業

海外法人事業は、日系企業へのＬＥＤ照明や業務用エアコン等のエコ商材

の販売が好調に推移し、2017年８月に開設したベトナム支店や上海支店が業

績を牽引し、2018年６月より稼働しましたマレーシア支店も順調に立ち上が

りました。

これらの結果、売上高は前年同期比125.5％増の1,101百万円となりました。

セグメント利益は、増収効果及び業務の効率化を推進したこと等により、前

年同期比2.4倍の279百万円となりました。
　

　 ② 設備投資の状況

　特に記載すべき事項はありません。
　

　 ③ 資金調達の状況

当社グループでは、当連結会計年度におきまして、以下のとおり第三者割当

増資を行い、総額で624百万円の資金調達を行いました。
　

会社名 発行株式数
１株当たり
発行価額

調達金額 払込期日

当 社 1,100,000株 113円 124百万円 平成30年１月19日

当 社 1,731,000株 289円 500百万円 平成30年４月４日

　また、当社においては、当連結会計年度内における新株予約権の行使により、

総額で449百万円の資金調達ができました。
　

　 ④ 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

　特に記載すべき事項はありません。
　

　 ⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況

　特に記載すべき事項はありません。
　

　 ⑥ 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の

状況

　当社子会社のレカムエナジーパートナー株式会社と当連結会計年度において

当社子会社としたレカムＩＥパートナー株式会社は、平成30年９月30日を効力

発生日として、レカムエナジーパートナー株式会社を存続会社とする吸収合併

を行いました。なお、存続会社は合併後に商号をレカムＩＥパートナー株式会

社に変更しております。
　

　 ⑦ 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況

　当期に取得した子会社株式につきましては、「（３）重要な親会社および子会

社の状況②重要な子会社の状況」をご参照ください。
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　(2) 企業集団の財産および損益の状況の推移

区 分
第22期

(平成27年９月期)
第23期

(平成28年９月期)
第24期

(平成29年９月期)

第25期
(当連結会計年度)
(平成30年９月期)

売 上 高 (百万円) 3,718 4,421 5,139 7,296

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

(百万円) 28 54 140 304

１株当たり当期純利益(注) (円) 0.57 0.99 2.40 4.75

総 資 産 (百万円) 2,099 2,602 3,161 5,932

純 資 産 (百万円) 937 1,510 1,758 3,193

１株当たり純資産額(注) (円) 17.43 24.62 27.26 44.16

(注) １株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式数により、また、１株当た
り純資産額は、自己株式を控除した期末発行済株式総数によりそれぞれ算出しております。

　

　(3) 重要な親会社および子会社の状況

　 ① 親会社との関係

　該当事項はありません。
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　 ② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 議 決 権 比 率 主要な事業内容

レカムジャパン株式会社 100百万円 100.0％ 情報通信事業

オ ー パ ス 株 式 会 社 10 100.0 情報通信機器の設置・保守

レカムビジネスソリューションズ(大連)株式有限公司 120 78.4 ＢＰＯ事業、環境関連事業

レカムビジネスソリューションズ(長春)有限公司 7 (78.4) ＢＰＯ事業

レカムビジネスソリューションズ(上海)有限公司 93 (78.4) ＢＰＯ事業、環境関連事業

レ カ ム Ｂ Ｐ Ｏ 株 式 会 社 30 (78.4) ＢＰＯ事業

ＭＹＡＮＭＡＲ ＲＥＣＯＭＭ ＣＯ.,ＬＴＤ 35 (100.0) ＢＰＯ事業

ヴィーナステックジャパン株式会社 ９ 51.0 情報通信機器の卸売事業

株式会社コスモ情報機器 10 100.0 情報通信機器の販売事業

レカムＩＥパートナー株式会社 10 51.0 環境関連事業、電力販売取次事業

ＶＩＥＴＮＡＭ ＲＥＣＯＭＭ ＣＯ.,ＬＴＤ 50 100.0 環境関連事業

Recomm Business solutions（Malaysia）SDN BHD 28 100.0 環境関連事業

株 式 会 社 Ｒ ・ Ｓ 30 100.0
情報通信機器販売事業、環境関連
事業

株式会社Ｇ・Ｓコミュニケー
ションズ

3 100.0 回線販売事業、代理店事業

レカムビジネスソリューショ
ンズ（ミャンマー）株式会社

33 100.0 環境関連事業
　

(注) １．議決権比率の（ ）は、直接保有、間接所有を合せた比率であります。
２．Recomm Business solutions（Malaysia）SDN BHDおよびレカムビジネスソリューションズ

（ミャンマー）株式会社は、当連結会計年度においてそれぞれ設立いたしました。
３．当連結会計年度において、レカムエナジーパートナー株式会社は、当連結会計年度に株式

を取得し連結子会社としたレカムＩＥパートナー株式会社を吸収合併し、商号をレカムＩ
Ｅパートナー株式会社に変更しております。

４．当連結会計年度において、株式会社Ｒ・Ｓおよび株式会社Ｇ・Ｓコミュニケーションズの
株式を取得し連結子会社としております。

５．当連結会計年度末日における特定完全子会社に該当する子会社はありません。
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　(4) 対処すべき課題

　 ① 人材の採用・育成

　情報通信機器事業では、お客様に対して営業に関わるあらゆる問題解決を提

供する「セールスソリューションプロバイダー」の確立を目指しておりますが、

人材のスキルアップが業務品質向上に直結するＢＰＯ事業も含め、当社グルー

プの最大の経営資源は人材であり、その採用、育成は経営の最重要課題であり

ます。こうしたなか、設立以来特に営業社員の教育・育成に注力してきており

ますが、未だ営業人員数、生産性、成長性、効率性において競争優位性を確立

するまでには至っておりません。従いまして、今後も人材の採用、育成を経営

の最重要課題として取り組んでまいります。

　 ② 既存事業の事業拡大

　情報通信事業、ＢＰＯ事業、海外法人事業をより一層拡大していくための手

法として、事業シナジーのある企業とのアライアンスやＭ＆Ａにも注力してお

ります。特に、情報通信事業においては同業他社との競争が厳しくなってきて

おり、ＢＰＯ事業においては海外拠点を撤退する傾向がみられております。こ

うした事業環境において、当社グループではＭ＆Ａを活用し、積極的に事業拡

大を図ってまいります。

③ 海外展開の積極化

海外法人事業においては、現在、ＬＥＤ照明を中心としたエコ商材を販売し

ておりますが、ＬＥＤに次ぐ商材を開発していくなど、商品ラインナップを拡

充してまいります。また、海外法人事業で蓄積してきたノウハウの水平展開と

して、中国国内やＡＳＥＡＮ地域での新たな拠点進出を積極的に進めてまいり

ます。

④ 取扱商品の拡充

　当社グループは中小規模法人を中心に「ビジネスホン」、「ＭＦＰ」、「セキュ

リティアプライアンス」を主力商品として販売しておりますが、顧客のＩＴ環

境においては年々そのニーズが多様化しております。当社グループにおいても、

こうした多様な顧客ニーズを踏まえた端末機器、インフラ、コンテンツをワン

ストップで提供できるよう取扱商品およびサービスの拡充に取り組んでまいり

ます。
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　(5) 主要な事業内容（平成30年９月30日現在）
　

事 業 内 容 主 要 商 材 、 製 品

情 報 通 信 事 業
ビジネスホン、デジタル複合機、環境関連商材、その他ＯＡ機器等の
販売・設置・保守

Ｂ Ｐ Ｏ 事 業 ＢＰＯの受託

海 外 法 人 事 業
環境関連商材、デジタル複合機、その他ＯＡ機器等の販売・設置・保
守

　
　(6) 主要な営業所（平成30年９月30日現在）
　

当 社 本社：東京都渋谷区

レカムジャパン株式会社 本社：東京都渋谷区

オ ー パ ス 株 式 会 社 本社：東京都渋谷区、技術部門：埼玉県戸田市

レカムＢＰＯ株式会社 本社：東京都渋谷区

レカムＩＥパートナー株式会社 本社：東京都渋谷区

ヴィーナステックジャパン株式会社 本社：東京都渋谷区

株式会社コスモ情報機器 本社：静岡県静岡市葵区

レカムビジネスソリューションズ(大連)株式有限公司 本社：中華人民共和国遼寧省大連市

レカムビジネスソリューションズ(長春)有限公司 本社：中華人民共和国吉林省長春市

レカムビジネスソリューションズ(上海)有限公司 本社：中華人民共和国上海市

ＭＹＡＮＭＡＲ ＲＥＣＯＭＭ ＣＯ.,ＬＴＤ 本社：ミャンマー連邦共和国ヤンゴン市

ＶＩＥＴＮＡＭ ＲＥＣＯＭＭ ＣＯ.,ＬＴＤ 本社：ベトナム社会主義共和国ホーチミン市

Recomm Business solutions（Malaysia）SDN BHD 本社：マレーシア国クアラルンプール市

株 式 会 社 Ｒ ・ Ｓ 本社：大阪府大阪市北区

株式会社Ｇ・Ｓコミュニケーションズ 本社：大阪府大阪市北区

レカムビジネスソリューションズ（ミャンマー）株式会社 本社：ミャンマー連邦共和国ヤンゴン市

　
　(7) 使用人の状況（平成30年９月30日現在）

　 ① 企業集団の使用人の状況
　

事 業 部 門 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

情 報 通 信 事 業 132（１）名 47（－）名増

Ｂ Ｐ Ｏ 事 業 152（－) ６（－）名増

海 外 法 人 事 業 17（－) ４（－）名増

管 理 部 門 52（－) 13（－）名増

合 計 353（１) 70（－）名増
　

(注) 使用人数は就業員数であり、パートおよび嘱託社員は（ ）内に外数で記載しております。
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　 ② 当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

29名 11名増 38.8歳 5.2年
　

　(8) 主要な借入先の状況（平成30年９月30日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 り そ な 銀 行 894百万円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 100

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 71

株 式 会 社 東 日 本 銀 行 31

　

　(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　 該当事項はございません。

　

２. 会社の現況

　(1) 株式の状況（平成30年９月30日現在）

① 発行可能株式総数 240,000,000株

② 発行済株式の総数 66,937,500株（自己株式13,000株を除く）

③ 株主数 20,868名

④ 発行済株式（自己株式を除く）の総数に対する保有株式数の割合において上

位10名の株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

伊 藤 秀 博 5,000,000株 7.47％

株 式 会 社 光 通 信 1,000,000 1.49

亀 山 与 一 822,200 1.23

クレディ・スイス・アーゲー ダブリン ブランチ メイン エクイティ アカウント 763,100 1.14

有 限 会 社 ヤ マ ザ キ 630,000 0.94

蒲 沢 公 命 578,100 0.86

奥 西 明 486,100 0.73

信 江 弘 一 377,400 0.56

チェース マンハッタン バンク ジーティーエス クライアンツ アカウント エスクロウ 375,621 0.56

島 田 明 弘 370,000 0.55
　

(注) 持株比率は自己株式（13,000株）を控除して計算しております。
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　(2) 新株予約権等の状況

　 ① 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

（平成30年９月30日現在）

第11回新株予約権 第13回新株予約権

発 行 決 議 日 平成25年11月15日 平成26年11月14日

新 株 予 約 権 の 数 700個 340個

新株予約権の目的となる

株 式 の 種 類 と 数

普通株式 70,000株 普通株式 34,000株

（新株予約権１個につき100株） （新株予約権１個につき100株）

新株予約権の払込金額
新株予約権と引換えに払い込み
は要しない

新株予約権と引換えに払い込み
は要しない

新株予約権の行使に際して

出資される財産の価額

新株予約権１個当たり 新株予約権１個当たり

3,900円 9,700円

（１株当たり 39円) （１株当たり 97円)

権 利 行 使 期 間
平成27年11月16日から
平成32年11月15日まで

平成28年11月15日から
平成33年11月14日まで

行 使 の 条 件 注1、注2 注1、注2

役
員
の
保
有
状
況

取 締 役
( 監 査 等 委 員 及 び
社外取締役を除く)

新株予約権の数： 450個 新株予約権の数： 240個

目的となる株式数： 45,000株 目的となる株式数： 24,000株

保 有 者 数： １人 保 有 者 数： １人

社 外 取 締 役
(監査等委員を除く)

新株予約権の数： －個 新株予約権の数： －個

目的となる株式数： －株 目的となる株式数： －株

保 有 者 数： －人 保 有 者 数： －人

取 締 役
( 監 査 等 委 員 )

新株予約権の数： 250個 新株予約権の数： 100個

目的となる株式数： 25,000株 目的となる株式数： 10,000株

保 有 者 数： １人 保 有 者 数： １人

(注) 1. 新株予約権の譲渡および質入はこれを認めない。
2. 新株予約権の割当てを受けた者が死亡した場合、相続人は権利を行使できる。
3. 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時において当社または当社子会社の役員または

使用人であることを要する。

　 ② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の

状況

　 該当事項はありません。
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　(3) 会社役員の状況

　 ① 取締役の状況（平成30年９月30日現在）

会社における地位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 伊 藤 秀 博

レカムグループＣＥＯ
レカムジャパン㈱取締役会長、レカムビジネスソリュ
ーションズ（大連）株式有限公司董事長、VIETNAM
RECOMM CO.,LTD 代 表 取 締 役、Recomm Business
solutions（Malaysia）SDN BHD代表取締役

取 締 役 砥 綿 正 博
執行役員経営管理本部長ＣＦＯ、
レカムＩＥパートナー㈱取締役

取 締 役
(常勤監査等委員)

加 藤 秀 人 レカムジャパン㈱、オーパス㈱、㈱Ｒ・Ｓ監査役

取 締 役
( 監 査 等 委 員 )

山 口 義 成
㈱アールネクスト、㈱エヌイーエス、㈱アイ・アー
ル・ジー・インターナショナル代表取締役

取 締 役
( 監 査 等 委 員 )

嶋 津 良 智 一般社団法人日本リーダーズ学会代表理事

(注) 1. 取締役山口義成氏および嶋津良智氏は、社外取締役であります。
2. 当社は、情報収集その他監査の実効性を高め、監査・監督機能を強化するため、常勤の監

査等委員を置いております。
3. 取締役山口義成氏および嶋津良智氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指

定し、同証券取引所に届け出ております。
　
　 ② 当事業年度中に退任した取締役

（氏 名） （退任時の地位） （退任年月日）
　 古賀 真 取締役（監査等委員）（社外） 平成30年１月31日辞任

（注）古賀真氏は、平成30年２月１日付で当社の常務執行役員情報通信事業本部長および連結子会社
レカムジャパン株式会社の代表取締役社長に就任しております。

　
　 ③ 取締役の報酬等の額

区 分 支 給 人 員 報酬等の額

取締役（監査等委員を除く)
(う ち 社 外 取 締 役)

２名
( －)

67百万円
( －)

取 締 役 （監 査 等 委 員 )
(う ち 社 外 取 締 役)

４
( ３)

19
( ７)

合 計
(う ち 社 外 役 員)

６
( ３)

86
( ７)

(注) 1. 取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
2. 取締役（監査等委員を除く）の報酬等限度額は、平成27年12月18日開催の第22期定時株主

総会において年額500百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいて
おります。

3. 取締役（監査等委員）の報酬等限度額は、平成27年12月18日開催の第22期定時株主総会に
おいて年額30百万円以内と決議いただいております。
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　 ④ 社外役員に関する事項

　 イ．他の法人等との兼職状況（他の法人等の業務執行者である場合）および当

社と当該他の法人等との関係

・取締役（監査等委員）山口義成氏は、株式会社アールネクスト、株式会社

エヌイーエスおよび株式会社アイ・アール・ジー・インターナショナルの

３社の代表取締役を兼務しております。なお、当社はそれら３社との間に

特別の関係はありません。

・取締役（監査等委員）嶋津良智氏は、一般社団法人日本リーダーズ学会代

表理事を兼務しております。なお、当社は同学会との間に特別の関係はあ

りません。

　 ロ．当事業年度における主な活動状況

活 動 状 況

取締役（監査等委員）
　 山 口 義 成

当事業年度に開催された取締役会全20回のうち16回、ならびに監
査等委員会全９回のうち７回に出席いたしました。他の企業の役
員経験等、経営全般に精通した見地から意見を述べるなど、取締
役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を適宜行
っております。

取締役（監査等委員）
　 嶋 津 良 智

当事業年度に開催された取締役会全20回のうち18回、ならびに監
査等委員会全９回のうち７回に出席いたしました。他の企業の役
員経験等、経営全般に精通した見地から意見を述べるなど、取締
役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を適宜行
っております。
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　(4) 会計監査人の状況

① 会計監査人の名称

清陽監査法人

　 ② 報酬等の額

報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 16百万円

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他
の財産上の利益の合計額

16

(注) １．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に
基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんの
で、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額（消費税等は含まれておりませ
ん。）を記載しております。

　２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況や報酬見積も
りの算出根拠などを確認し、検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条
第１項の同意を行っております。

　 ③ 非監査業務の内容

　該当事項はありません。

　 ④ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　該当事項はありません。
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　(5) 業務の適正を確保するための体制について

　業務の適正を確保するための内部統制システムの整備に関する基本方針として、

当社が取締役会において決議した事項は、次のとおりであります。

　 ① 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保す

るための体制

　当社およびレカムグループは、全ての取締役、執行役員およびレカムグルー

プにおいて雇用されている者（嘱託として雇用した者やパートタイマー含む。

以下、「レカムグループの役員および社員等」という）が、関係法令・社内規程

の遵守および倫理への適合（以下、「コンプライアンス」という）する職務を遂

行するために、法令・定款だけではなく、企業理念および企業倫理規程をはじ

めとする各種社内規程や社会規範を行動規範とする。また、その徹底を図るた

め、経営管理本部においてコンプライアンスの取り組みを横断的に統括するこ

ととし、同本部を中心にレカムグループの役員および社員等への教育を行う。

内部監査部門は、コンプライアンスの状況を監査する。これらの活動は定期的

に取締役会および監査等委員に報告されるものとする。また、法令上疑義のあ

る行為等について、レカムグループの役員および社員等が直接情報提供を行う

手段としてコンプライアンス・ホットラインを設置･運営する。

　

　 ② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項

　文書管理規程に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書または電磁媒体

（以下、「文書等」という。）に記録し、保存する。取締役および監査等委員は、

文書管理規程により、常時これらの文書等を閲覧できるものとする。

　

　 ③ 損失の危機の管理に関する規程その他の体制

　取締役会は、リスク管理担当取締役を任命する。コンプライアンス、労働衛

生、環境、災害、品質、情報セキュリティおよび輸出管理等に係るリスクにつ

いては、それぞれの担当部門にて規則･ガイドラインの制定、研修の実施、マニ

ュアルの作成･配布等を行うものとし、組織横断的リスク状況の監視および全社

的対応は、リスク管理担当取締役管掌のもと、経営管理本部が行うものとする。

また、代表取締役社長を委員長とするコンプライアンスマネジメント委員会を

設置し、全社的リスク管理の進捗状況のレビューを実施し、その結果は取締役

会および監査等委員に報告される。

　

　 ④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　以下の経営管理システムを用いて、取締役の職務の執行の効率化を図る。

　 (1) 取締役会は月に一度定時に開催するほか、必要に応じて臨時に開催し、法

令、定款および「取締役会規程」に定める事項について、機動的な意思決

定を行う。

　 (2) 意思決定の一層の迅速化および業務執行の監督・監視機能の強化を図るた

め、執行役員制度を採用し、取締役会において、執行役員を選任するとと
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もにその業務分担を定める。

　 (3) 当社の業務執行上の意思決定は、取締役会決議事項を除き、「職務権限規

程」に定める職務権限および手続きにしたがって執行役員社長または担当

執行役員、部門長等が行う。

　 (4) 取締役会による中期経営計画の策定、中期経営計画に基づく事業部門毎の

業績目標と予算の設定と、月次･四半期の業績管理の実施を行う。

　 (5) 取締役会による月次業績のレビューと具体的改善策の立案、実施を行う。

　 ⑤ 当社および子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体

制

　 (1) 当社およびレカムグループにおける内部統制の構築を目指し、当社の経営

管理本部をレカムグループ全体の内部統制に関する担当部門とし、当社お

よびグループ各社間での内部統制に関する協議、情報の共有化、指示･要請

の伝達等が効率的に行われるシステムを含む体制を構築する。

　 (2) 当社取締役、執行役員およびグループ各社の社長は、各部門の業務執行の

適正を確保する内部統制の確立と運用の権限と責任を有する。

　 (3) 当社およびレカムグループの財務報告に係る内部統制については、金融商

品取引法その他の法令に基づき、その評価、維持、改善等を行う。

　 (4) 当社の内部監査部門は、当社およびレカムグループ各部門の内部監査を実

施し、その結果をその責任者に報告の上、内部統制の改善策の指導、実施

の支援･援助を行う。

　 ⑥ 監査等委員がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項

　監査等委員がその職務を補助する使用人を置くことを求めた場合には、監査

等委員と協議の上、必要に応じて監査等委員の職務を補助する使用人を置くも

のとする。

　 ⑦ 監査等委員の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項

　監査等委員を補助する使用人は、取締役等の指揮命令を受けないものとする。

　 ⑧ 当社の取締役および使用人ならびに子会社の取締役、監査役、使用人が監査

等委員に報告するための体制その他の監査等委員への報告に関する体制

　レカムグループの役員および社員等は、監査等委員に対して、法定の事項に

加え、当社およびレカムグループに重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施

状況、コンプライアンス･ホットラインによる通報状況およびその内容を速やか

に報告する。報告の方法（報告者、報告受領者、報告時等）については、取締
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役と監査等委員との協議により決定する方法による。

　なお、監査等委員への報告を行った者が、当該報告を行ったことを理由に不

利な取扱いを受けることを禁止し、その旨をレカムグループの役員および社員

等に周知徹底する。また、内部通報を行った者に対しても、通報者の不利益扱

いを禁止する。

　 ⑨ その他監査等委員の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(1) 監査等委員は、取締役会に出席するほか、必要と認める執行役員会等重要

な会議に出席する。また、代表取締役社長との間の定期的な意見交換会を

設定する。

(2) 監査等委員は、監査等委員会において、監査実施状況等について情報の交

換・協議を行う。また、会計監査人の監査業務遂行に協力し、定期的に会

計監査に関する報告を受け、意見交換を行うとともに、内部監査部門との

連携を図ることで、効果的な監査業務を行う。

　 (3) 監査等委員は、会計監査人から監査計画の説明を受け、また、必要に応じ

て監査実施状況の聴取を行う。

　 (4) 監査等委員が職務の執行について生じる費用の支出を求めた場合、当該監

査等委員の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、当社はその

費用を負担する。

(6) 業務の適正を確保するための内部統制システムの運用状況

当社では、前記の内部統制システムの体制整備に関する基本方針に基づいて、

内部統制システムの整備とその適切な運用に努めております。当事業年度におけ

るその運用状況の概要は次のとおりであります。

① コンプライアンスに対する取組みの状況

当社グループは、役職員の職務の執行が法令および定款に適合し、かつ社会

規範および企業倫理を遵守した行動をとるため、「企業理念」「社是」「価値基

準」を定め、全役職員に周知徹底を行っております。

　また、遵守すべき法令をまとめた「コンプライアンスマニュアル」の見直し

を定期的に行い、全社員に対し教育を行っております。

② 職務執行の適正性および効率的に行われることに対する取組みの状況

取締役会を20回開催し、各議案についての審議、職務執行状況の報告・監督

を行い、活発な意見交換がなされており、意思決定および監督の実効性は確保

されているものと考えております。

　また、取締役会とは別に毎週１回、執行役員で構成する執行役員会を、また

毎月１回、部課長以上の役職者で構成する経営会議を行い、社内情報の一元化

と業務推進および定期的な報告と確認を行うことで迅速な業務執行が可能な体

制となっております。
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③ 当社グループにおける業務の適正性に対する取組みの状況

当社グループにおきましては、毎月開催の経営会議に子会社役職者が出席し、

当社グループの業務執行の状況および経営計画の進捗状況等を確認・協議して

おります。

④ 海外子会社の業務の適正性に対する取組みの状況

海外の子会社については、担当取締役を現地に派遣し定期的な管理監督を実

施するとともに、提出された報告資料や毎月開催される電話会議等により、業

務の遂行状況のモニタリングを行っております。

　（注）本事業報告中の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
(平成30年９月30日現在)

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 3,846,382 流 動 負 債 2,014,307

現 金 及 び 預 金 1,555,805 買 掛 金 809,049

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 1,602,894 短 期 借 入 金 400,927

有 価 証 券 84,089 １年以内返済予定の長期借入金 138,955

商 品 272,704 未 払 金 70,765

前 払 費 用 31,441 未 払 費 用 43,634

未 収 入 金 74,999 未 払 法 人 税 等 139,993

繰 延 税 金 資 産 94,728 未 払 消 費 税 等 100,423

そ の 他 139,068 預 り 金 166,601

貸 倒 引 当 金 △9,348 賞 与 引 当 金 47,303

受 注 損 失 引 当 金 72,210

固 定 資 産 2,085,913 そ の 他 24,442

有 形 固 定 資 産 90,805

建 物 及 び 構 築 物 58,379 固 定 負 債 724,423

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 13,787 長 期 借 入 金 574,261

工 具 器 具 備 品 190,757 長 期 預 り 金 148,815

リ ー ス 資 産 1,764 そ の 他 1,346

減 価 償 却 累 計 額 △173,883

無 形 固 定 資 産 1,472,507

の れ ん 1,449,405 負 債 合 計 2,738,730

ソ フ ト ウ エ ア 23,102 純 資 産 の 部

株 主 資 本 2,948,426

投 資 そ の 他 の 資 産 522,599 資 本 金 1,548,693

投 資 有 価 証 券 56,575 資 本 剰 余 金 1,493,034

長 期 貸 付 金 3,007 利 益 剰 余 金 △92,456

敷 金 46,242 自 己 株 式 △845

保 証 金 156,848 その他の包括利益累計額 △2,116

保 険 積 立 金 50,391 為 替 換 算 調 整 勘 定 △2,116

繰 延 税 金 資 産 179,299 新 株 予 約 権 37,630

そ の 他 42,418 非 支 配 株 主 持 分 209,623

貸 倒 引 当 金 △14,390

繰 延 資 産 2,209 純 資 産 合 計 3,193,565

資 産 合 計 5,932,295 負 債 純 資 産 合 計 5,932,295

※単位未満の端数処理は、切り捨て表示によっております。
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連 結 損 益 計 算 書

（平成29年10月１日から
平成30年９月30日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 7,296,893

売 上 原 価 4,766,450

売 上 総 利 益 2,530,442

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,877,315

営 業 利 益 653,127

営 業 外 収 益

受 取 利 息 4,609

補 助 金 収 入 1,216

そ の 他 19,368 25,193

営 業 外 費 用

支 払 利 息 7,881

株 式 交 付 費 1,660

そ の 他 40,938 50,480

経 常 利 益 627,840

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 363

減 損 損 失 2,835 3,199

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 624,641

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 172,031

法 人 税 等 調 整 額 43,494 215,526

当 期 純 利 益 409,114

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 104,313

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 304,801

※単位未満の端数処理は、切り捨て表示によっております。
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連結株主資本等変動計算書

（平成29年10月１日から
平成30年９月30日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金
資 本
剰 余 金

利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 1,011,895 956,236 △337,153 △845 1,630,133

当 期 変 動 額

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

304,801 304,801

新 株 の 発 行 536,798 536,798 1,073,596

剰 余 金 の 配 当 △60,103 △60,103

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） －

当 期 変 動 額 合 計 536,798 536,798 244,697 － 1,318,293

当 期 末 残 高 1,548,693 1,493,034 △92,456 △845 2,948,426

その他の包括利益累計額

新株予約権
非 支 配
株 主 持 分

純資産合計為 替 換 算
調 整 勘 定

その他の包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 8,298 8,298 28,038 92,121 1,758,591

当 期 変 動 額

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

304,801

新 株 の 発 行 1,073,596

剰 余 金 の 配 当 △60,103

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △10,415 △10,415 9,592 117,501 116,679

当 期 変 動 額 合 計 △10,415 △10,415 9,592 117,501 1,434,973

当 期 末 残 高 △2,116 △2,116 37,630 209,623 3,193,565

※単位未満の端数処理は、切り捨て表示によっております。
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貸 借 対 照 表
(平成30年９月30日現在)

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 1,085,585 流 動 負 債 493,415

現 金 及 び 預 金 329,440 短 期 借 入 金 200,000

営 業 未 収 入 金 85,879 1年内返済予定の長期借入金 112,265

前 払 費 用 18,111 未 払 金 120,154

短 期 貸 付 金 350,000 未 払 費 用 14,238

未 収 入 金 258,582 未 払 法 人 税 等 18,042

未 収 還 付 法 人 税 等 7,857 預 り 金 19,619

未 収 還 付 消 費 税 2,989 賞 与 引 当 金 7,051

繰 延 税 金 資 産 22,181 そ の 他 2,043

そ の 他 10,542

固 定 資 産 3,133,881

有 形 固 定 資 産 42,826 固 定 負 債 514,285

建 物 及 び 構 築 物 25,866 長 期 借 入 金 514,285

工 具 器 具 備 品 16,959

負 債 合 計 1,007,700

無 形 固 定 資 産 9,577 純 資 産 の 部

ソ フ ト ウ エ ア 9,577 株 主 資 本 3,174,136

資 本 金 1,548,693

投 資 そ の 他 の 資 産 3,081,478 資 本 剰 余 金 1,467,168

投 資 有 価 証 券 58,575 　資 本 準 備 金 1,348,693

長 期 貸 付 金 452,435 　そ の 他 資 本 剰 余 金 118,474

関 係 会 社 株 式 2,455,944 利 益 剰 余 金 159,119

保 険 積 立 金 50,391 　そ の 他 利 益 剰 余 金 159,119

敷 金 及 び 保 証 金 43,817 　 繰 越 利 益 剰 余 金 159,119

長 期 前 払 費 用 5,862 自 己 株 式 △845

繰 延 税 金 資 産 13,641 新 株 予 約 権 37,630

そ の 他 11,276

貸 倒 引 当 金 △10,467 純 資 産 合 計 3,211,766

資 産 合 計 4,219,466 負 債 純 資 産 合 計 4,219,466

※単位未満の端数処理は、切り捨て表示によっております。
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損 益 計 算 書

（平成29年10月１日から
平成30年９月30日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

営 業 収 益 488,274

営 業 費 用 417,733

営 業 利 益 70,540

営 業 外 収 益

受 取 利 息 12,360

そ の 他 2,033 14,394

営 業 外 費 用

支 払 利 息 3,539

株 式 交 付 費 1,660

為 替 差 損 4,567

そ の 他 3,855 13,623

経 常 利 益 71,311

特 別 損 失

減 損 損 失 2,835 2,835

税 引 前 当 期 純 利 益 68,476

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 △34,732

法 人 税 等 調 整 額 28,751 △5,981

当 期 純 利 益 74,457

※単位未満の端数処理は、切り捨て表示によっております。
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株主資本等変動計算書

（平成29年10月１日から
平成30年９月30日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

資 本
準備金

その他
資 本
剰余金

資 本
剰余金
合 計

そ の 他
利益剰余金 利 益

剰余金
合 計繰越利益

剰 余 金

当 期 首 残 高 1,011,895 811,895 118,474 930,369 144,765 144,765

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 74,457 74,457

新 株 の 発 行 536,798 536,798 536,798

剰 余 金 の 配 当 △60,103 △60,103

株主資本以外の項目の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 536,798 536,798 － 536,798 △14,025 △14,025

当 期 末 残 高 1,548,693 1,348,693 118,474 1,467,168 159,119 159,119

株 主 資 本

新株予約権 純資産合計
自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 △845 2,086,185 28,038 2,114,223

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 74,457 74,457

新 株 の 発 行 1,073,596 1,073,596

剰 余 金 の 配 当 △60,103 △60,103

株主資本以外の項目の当期変動額(純額) － 9,592 9,592

当 期 変 動 額 合 計 － 1,059,571 9,592 1,069,163

当 期 末 残 高 △845 3,174,136 37,630 3,211,766

※単位未満の端数処理は、切り捨て表示によっております。
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連結注記表・個別注記表について

　株主総会招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、「連結注記表」および

「個別注記表」につきましては、法令および定款第15条の規定に基づき、インタ

ーネット上の当社ウェブサイト（アドレス http://www.recomm.co.jp/）に掲載

しておりますので、本招集ご通知には記載しておりません。従いまして、本招集

ご通知に含まれる「連結計算書類」および「個別計算書類」は、会計監査人およ

び監査等委員会が監査した連結計算書類および計算書類の一部であります。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成30年11月22日

レカム株式会社
　取締役会 御中

清陽監査法人
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 光 成 卓 郎 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 石 倉 郁 男 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、レカム株式会社の平成29
年10月１日から平成30年９月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、
連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表に
ついて監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又
は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から
連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国におい
て一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準
は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求
めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するた
めの手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬に
よる連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を
立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す
る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者
によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に準拠して、レカム株式会社及び連結子会社からなる企業
集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点に
おいて適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記
載すべき利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成30年11月22日

レカム株式会社
　取締役会 御中

清陽監査法人
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 光 成 卓 郎 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 石 倉 郁 男 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、レカム株式会社の
平成29年10月１日から平成30年９月30日までの第25期事業年度の計算書類、すな
わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにそ
の附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。こ
れには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から
計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、
我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。
監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ
き監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証
拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、
不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評
価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、
状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の
作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採
用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に
公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明
細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記
載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告

監 査 報 告 書

　当監査等委員会は、平成29年10月１日から平成30年９月30日までの第25期事業

年度における取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果

につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容

　 監査等委員会は、会社法第 399 条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項

に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制

（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の

状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明す

るとともに、下記の方法で監査を実施しました。

　 ①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制

部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務

の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁

書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調

査しました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意

思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受け

ました。

　 ②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを

監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について

報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職

務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第

131 条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10

月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に

応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、

計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）

及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、

連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果

　(1) 事業報告等の監査結果

　① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正し

く示しているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する

重大な事実は認められません。

　③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。

また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職

務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

　(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人清陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人清陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成30年11月28日

レ カ ム 株 式 会 社

監 査 等 委 員 会

監査等委員 加 藤 秀 人 ㊞
監査等委員 山 口 義 成 ㊞
監査等委員 嶋 津 良 智 ㊞

(注) 監査等委員山口義成及び嶋津良智は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する

社外取締役であります。

以 上
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株主総会参考書類
　
第１号議案 剰余金の処分の件

当社は、株主への利益配分を経営の最重要課題の一つとして認識しており、配当

金につきましては親会社株主に帰属する当期純利益の30％を基準とし、実績に連動

した配当を基本方針としております。また、内部留保資金につきましては、健全な

株主資本と有利子負債とのバランスを考慮し、適正な内部留保資金を確保する考え

であります。

このような基本方針に基づき、当期においては、連結業績が営業利益、経常利益、

親会社株主に帰属する当期純利益のすべてにおいて過去最高益となり、次期につい

ても増益見通しであることから、財政状態等も勘案し、前期に比べ１株当たり50銭

の増配とする以下のとおりの期末配当をさせていただきたいと存じます。

　期末配当に関する事項

　 ① 配当財産の種類

　 金銭といたします。

② 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき１円50銭 総額 100,406,250円

　 ③ 剰余金の配当が効力を生じる日

　 平成30年12月27日
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第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件

　取締役（監査等委員である取締役を除く。）２名全員は、本総会終結の時をもって
任期満了となります。つきましては、経営体制を強化するため取締役（監査等委員
である取締役を除く。）２名を増員することとし、取締役（監査等委員である取締役
を除く。）４名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案に関しましては、当社の監査等委員会は、すべての取締役候補者に
ついて適任であると判断しております。
　取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略 歴、 当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当
(重 要 な 兼 職 の 状 況)

所有する当社
の 株 式 数

１
伊 藤 秀 博

(昭和37年11月12日生)

昭和60年４月 新日本工販株式会社（現・株式会社フォー
バル）入社

5,000千株

平成３年４月 株式会社アイシーエス設立 代表取締役社
長

平成６年９月 当社代表取締役社長（現任）

平成15年10月 大連賚卡睦通信設備有限公司（現・レカム
ビジネスソリューションズ（大連）株式有
限公司）董事長（現任）

平成18年４月 株式会社ケーイーエス（現・オーパス株式
会社）代表取締役社長

平成18年10月 レカムグループＣＥＯ(現任)

平成18年11月 株式会社アレックシステムサービス取締役

平成21年５月 株式会社アスモ（現・オーパス株式会社）
取締役

平成28年９月 レカムＢＰＯ株式会社代表取締役

平成29年２月 レカムジャパン株式会社取締役会長（現
任）

平成29年７月 VIETNAM RECOMM CO.,LTD代表取締役（現
任）

平成30年２月 Recomm Business solutions（Malaysia）
SDN BHD代表取締役社長（現任）

[重要な兼職の状況]
レカムビジネスソリューションズ（大連）株式有限公司董
事長
レカムジャパン株式会社取締役会長
VIETNAM RECOMM CO.,LTD代表取締役
Recomm Business solutions（Malaysia）SDN BHD代表取締
役社長

２
砥 綿 正 博

(昭和40年10月１日生)

平成19年１月 当社入社 執行役員経営企画室長

5千株

平成19年10月 当社執行役員経営管理本部長ＣＦＯ

平成19年12月 当社取締役執行役員経営管理本部長ＣＦＯ

平成20年10月 当社取締役常務執行役員経営管理本部長Ｃ
ＦＯ

平成21年12月 当社取締役退任

平成22年４月 株式会社セントリックス入社 取締役経営
管理本部長

平成23年９月 同社取締役退任

平成23年10月 株式会社ワークビット入社 管理部長

平成27年11月 当社顧問

平成27年12月 当社取締役執行役員経営管理本部長ＣＦＯ
（現任）

平成30年２月 レカムＩＥパートナー株式会社取締役（現
任）

平成30年10月 レカムジャパン株式会社取締役（現任）
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略 歴、 当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当
(重 要 な 兼 職 の 状 況)

所有する当社
の 株 式 数

３
大 嶋 祐 紀

(昭和22年６月７日生)

昭和46年４月 オリエント・リース株式会社（現オリック

ス株式会社）入社

－

平成６年４月 ORIX ASIA Ltd.(香港)社長

平成12年４月 Korea Development Leasing Corp.(ソウル)

取締役副社長

平成14年６月 オリックス株式会社 海外事業本部副本部

長

平成16年３月 ORIX Auto Leasing Korea Corp(ソウル)

(現ORIX Capital Korea Corp)社長

平成17年６月 オリックス株式会社 執行役海外事業本部

長

平成21年１月 ORIX USA Corp(ダラス)会長

平成24年９月 オリックス株式会社 専務執行役グローバ

ル事業本部長兼中国総支配人

平成26年１月 同社 専務執行役東アジア事業本部長

平成27年６月 同社 顧問

平成29年４月 ザ シニアーズ株式会社 非常勤取締役

（現任）

平成29年６月 オリックス株式会社顧問を退任

[重要な兼職の状況]

ザ シニアーズ株式会社 非常勤取締役

４
三 宅 伊 智 朗

(昭和31年２月28日生)

昭和54年４月 清水建設株式会社入社

－

平成２年９月 シティバンク入社

平成４年４月 シティーグループ／シティバンク銀行在日

支店 法人本部マネージングダイレクター

金融法人部長

平成16年９月 三井住友海上シティ生命株式会社 代表取

締役共同社長

平成17年５月 三井住友海上メットライフ生命株式会社

代表取締役共同社長

平成19年３月 アリアンツ生命株式会社 代表取締役社長

ＣＥＯ

平成25年９月 Ｓ＆Ｐレーティングサーヴィス ジャパン

株式会社 代表取締役社長

平成29年５月 S&P Global JAPAN 特別顧問（現任）

平成30年７月 アルテリア・ネットワークス株式会社 社

外取締役（現任）

[重要な兼職の状況]

S&P Global JAPAN 特別顧問

アルテリア・ネットワークス株式会社 社外取締役

(注) 1. 取締役候補者のうち、伊藤秀博氏は、レカムビジネスソリューションズ（大連）株式有限
公司の董事長、VIETNAM RECOMM CO.,LTDならびにRecomm Business solutions（Malaysia）
SDN BHDの代表取締役を兼務しており、各社は当社と取引関係があります。他の候補者と当
社との間には特別の利害関係はありません。

2. 取締役候補者のうち、大嶋祐紀氏および三宅伊智朗氏は新任の社外取締役の候補者であり
ます。
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3. 大嶋祐紀氏を社外取締役候補者とした理由は、豊富な経験と知見を有しており、取締役会
の透明性の向上および監督機能の強化に繋がるものと考えております。また、同氏は海外
でのビジネス経験が極めて豊富であり、今後の当社グループの海外事業の拡大にその経験
が活かされるものと判断し、社外取締役候補者といたしました。

4. 三宅伊智朗氏を社外取締役候補者とした理由は、豊富な経験と知見を有することから取締
役会の透明性の向上および監督機能の強化に繋がるものと考えております。また、外資系
金融関連企業や有力格付会社での豊富なマネージメント経験が、今後の当社グループの事
業拡大や組織体制の整備などに寄与するものと判断し、社外取締役候補者といたしました。

5. 当社は、大嶋祐紀氏および三宅伊智朗氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として
届け出る予定であります。

6. 当社は、大嶋祐紀氏および三宅伊智朗氏との間で会社法第427条第１項の規定による責任限
定契約を締結する予定であります。当該契約に基づく会社法第423条第１項の損害賠償責任
の限度額は、法令の定める最低責任限度額としております。

7. 所有する当社の株式数には、役員持株会の所有株式数の当人持分を含んでおります。

　以 上
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京王プラザホテル京王プラザホテル

新宿エルタワー新宿エルタワー

新宿駅南口新宿駅南口

新宿モノリス

新宿ファースト
ウエストビル

エステック
情報ビル

工学院大学 新宿センタービル

モード学園
コクーンタワー

新宿三井ビル

新宿住友ビル

東京都庁

新宿中央公園 グリーンタワービル

ヒルトン東京

東京医科大学病院

第一生命ビル

ハイアット
リージェンシー東京

新宿
アイランドタワー

新宿野村ビル

損保ジャパンビル

新宿局

明治安田生命
新宿ビル

〒

地下道

地下街

京王百貨店

新宿サザンテラス

高島屋
タイムズスクエア

新宿マインズタワー

ルミネエスト 東口

西口

小田急百貨店

小田急ハルク

新宿駅

新宿西口駅

JR線 至　池袋・中野至　東京
渋谷

スタジオアルタ ↓歌舞伎町

地下道

KDDIビル

新宿NSビル

新宿
ワシントンホテル

新宿パークタワー

首都高速４号線

「新宿ランプ」
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株主総会会場ご案内図

〒160－8330 東京都新宿区西新宿二丁目２番１号

京王プラザホテル 南館４階「扇」
　

　
　会場まで

●ＪＲ線・京王線・小田急線・東京メトロ丸の内線

新宿駅（西口）から徒歩５分

●都営地下鉄大江戸線

都庁前駅（Ｂ１出口）よりすぐ

◎会場へのお車でのご来場はご遠慮くださいますようお願い申しあげます。
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